
予防接種に関する 検討会中間報告について 

1 . 経緯 

予防接種に関する 検討会 ( 座長 : 加藤達夫聖マリアンナ 医科大学教授 ) は、 

予防接種を取り 巻く重要な課題について 検討することを 目的として、 健康局長 

により開催されている 検討会であ り、 これまでに 7 回の会議が開催されてきた 

が 、 この度、 同検討会の中間報告が 取りまとめられたところであ る。 

( 開催経緯 ) 

0 第 「 回 検討会 ( 平成 1 6 年 1 0 月 1 5 日開催 ) 
・自由討論 

0 第 2 回検討会 ( 平成 1 6 年 ] 1 月 24 日開催 ) 

・ 麻 しん及び風しんの 予防接種について 討論 

0 第 3 回検討会 ( 平成 1 6 年 ] 2 月 2.2 日開催 ) 

・ジフテリア、 百日せき、 破傷風などの 予防接種について 検討 

0 第 4 回検討会 ( 平成「 6 年 ] 月 1 4 日開催 ) 

・ポリオの予防接種などについて 検討 

0 第 5 回検討会 ( 平成「 7 年 2 月 2 日開催 ) 

・インフルエンザの 予防接種について 検討 

0 第 6 回検討会 ( 平成 1 7 年 3 月 4 日開催 ) 

・水痘、 流行性耳下腺炎、 肺炎球菌の予防接種について 検討 

0 第 7 回検討会 ( 平成 1 7 年 3 月 23 日開催 ) 

・日本脳炎の 予防接種、 中間まとめについて 検討 



2. 中間報告公表の 趣旨 

検討会ではこれまでに、 定期予防接種の 対象疾患の現状と 課題について 最新 

の知見を踏まえ 議論するとともに、 現行では予防接種法の 対象疾患とはなって 

いないが将来的には 導入の可能性のあ る疾患についても 検討されてきた。 

中間報告は、 医学的に合意が 得られる事項について、 行政当局による 速やか 

な対応を期待して、 第フ 回 までの個別の 対象疾患に関する 議論・検討の 結果が 

取りまとめられたものであ る。 

3. 今後の予定 

(] ) 厚生労働省の 対応 

厚生労働省では、 本中間報告を 参酌して、 必要な法制上の 検討を加え、 所 

要の行政措置を 講じることとしたい。 

(2) 検討会での今後の 検討 

4 月以降、 予防接種に関する 制度的・横断的課題等について、 引き続き、 

検討を行 う 。 

なお、 4 月 6 日 ( 水 ) 1 0 時から 1 7 時半まで開催予定の 第 8 回検討会で 

は 、 1 1 名の参考人を 招き、 予防接種の制度的課題について、 討論していた 

だく。 
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はじめに 

予防接種に関する 検討会 ( 以下、 「 本 検討会」という。 ) の発足は、 高齢者へ 

のインフルエンザ 予防接種の導入を 定めた平成 13 年の改正予防接種法の 附則 

第 2 条に記された 5 年後に検討を 加える旨の規定を 受けたものであ るが、 同時 

に 、 世界保健機関による 国際的な麻疹制圧の 動き等に呼応しようとしたもので 

あ り、 定期予防接種の 対象疾患の現状と 課題について 最新の知見を 踏まえて議 

論するとともに、 現行では予防接種法の 対象疾患とはなっていないが 将来的に 

は 導入の可能性のあ る疾患についても 検討を加えてきた。 

本 検討会では今後、 幅広く制度的な 課題の検討を 行 う こととしているが、 医 

学的に合意が 得られる事項については、 行政当局による 速やかな対応を 期待し、 

第 7 回までの個別疾患に 関する議論・ 検討を踏まえ、 本稿の様に整理をおこな 

った 。 

討論の過程で 制度的な課題も 折に触れ議論となったが、 それは第 8 回以降に 

引き続き検討することとした。 従って、 本稿に記された 議論の整理はあ くまで 

現行制度を双提としているものであ り、 この後の議論により 最終的な取りまと 

め段階においては 修正もあ り得ることをご 承知置き頂きたい。 

また、 本 検討会には、 構成メンバ一のみならず、 数多くの参考人に 資料の提 

供と活発な議論への 参加を頂戴したことをこの 機会に厚く御礼申しあ げる。 



個別疾患の予防接種の 在り方について 

1 , 麻 しん 

(1 ) 現状認識 

厚生科学審議会感染症分科会感染症部会のもとに 平成 14 年 8 月に設置され 

た 「ポリオ及び 麻 しんの予防接種に 関する検討小委員会」 ( 以下、 「ポリオ 麻 し 

ん検討小委員会」という。 ) において今後の 麻しんの予防接種の 在り方にっ い 

て 検討が行われ、 平成 15 年 3 月に取りまとめられた 提言の要点は 以下の通り 

であ る。 

① 淋 しんの流行を 減少させるためには、 1 歳児を中心とした 低年齢層での 流 

行を減らす方策を 考えることが 最も重要であ ることから、 予防接種実施要 

領で定める標準的な 接種期間を生後 12 ～ 15 か月 ( 従前は 12 ～ 24 か月 ) 

に改め、 保護者、 関係者に広く 周知する。 

②低年齢層での 麻 しんの予防接種率が 向上し、 罹患者が減少したときを 想定 

して、 複数回接種の 導入を検討する。 

ポリオ 麻 しん検討小委員会の 提言を受け、 標準的な接種期間が「生後 12 月 

に達した時から 生後 15 月に達するまでの 期間」に改められた。 さらに、 平成 16 

年からは日本医師会、 日本小児科医会により「子ども 予防接種週間」が 設けら 
れるとともに、 各地で自治体や 医師会等の連携による 普及啓発活動が 展開され 

るなど、 低年齢層での 接種率向上を 図るための取組が 積極的に進められる 中、 

感染症サーベイランス 事業及び感染症発生動向調査による 定点医療機関 (2,500 

～ 3,000 定点 ) から報告によれ ば 、 過去 10 年間には年間 1 ～ 3 万件程度の麻 

しん患者が報告されてきたのに 対し、 平成 15 年 は 8,285 件、 平成 16 年は 1,55 

4 件 ( 暫定値 ) と、 麻 しんの報告患者数 は 減少傾向にあ る。 

現在のわが国における 麻 しんの流行状況については、 患者数が減少傾向にあ 

るとは言え、 麻 しんの El 泣血 田 on ( 国内伝播がほ ほ なくなり、 Eradication ( 根 

絶 ) に近い状態。 以下、 「排除」 という。 ) が 達成された米国等と 比較すれ 

ぱ 、 依然として、 数多くの患者が 発生し流行が 続いている状況にあ る。 そ 

のため、 今後も麻しんの 予防接種の一層の 推進に各関係機関、 関係者が努 

力すべきであ る。 

一方、 患者数の減少に 伴い、 今後、 野生ウイルスによるブースター 効果 

が弱まり予防接種によって 付与した免疫力の 低下が予測されること 及び接 

種率の増加に 伴って prjmary vaccine failure 数も蓄積されることから、 複数 

回 接種の導入を 図る段階に達していると 考えられる。 
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(2) 今後の対策の 目標 

国際的に 麻 しんの排除のための 対策の強化の 必要性が指摘される 中、 わ 

が国においても 麻 しんの排除を 今後の対策の 目標とすべきであ り、 そのた 

めには、 麻 しんの予防接種の 2 回接種を導入し、 より強固な集団免疫の 獲 

得を目指す必要があ る。 

なお、 2 回接種については 一般に以下の 3 つの目的があ るとされるが、 

3 つの目的は互いに 関わりが深いものであ り、 これらが相まって 2 回接種によ 

り強固な集団免疫の 確保が可能となると 考えられる。 

① pm ㎞ 町 vaccine 囹 ㎞ e 対策 
一回の接種により 免疫を獲得できない 人口があ り (5W 程度 ) 、 この人 

口の蓄積により、 高い接種率を 達成した国でも 定期的に流行がみられる。 

このため、 2 回接種により 強固な集団免疫獲得を 図る。 

② secon 曲り vacc 下 e 俺 lWe 対策 

野生株ウイス ル の自然感染の 減少に伴いブースター 効果が得られなくなっ 

ており、 1 回の接種では 生涯にわたる 免疫を保持できないため、 2 回接種 

により長期にわたる 免疫の維持を 図る。 

③接種機会の 確保 

Ⅰ回の接種のみでは 何らかの要因によりその 機会を失 う 者がいるため、 

2 回接種導入により 接種機会の増加を 図る。 

(3) 接種時期の考え 方 

1 回目の接種時期は 現行通り、 1 歳直後に接種するのが 適当であ る。 

2 回目の接種目 き 期については 以下の通りに 考えられる。 ①現状では抗体価が 

5 年を過ぎると 減衰しはじめる、 ②今後は自然流行の 減衰により、 野外ウイル 

スによるブースターがほとんどかからず、 抗体価の減衰が 更に早まることが 予 

想吃れる、 ③接種率の確保の 点からも就学後より 就学双が有利であ ると考え も 

れる、 以上のことから 就学双の時期に 接種時期を設定するのが 適当であ る。 

なお、 2 回接種を導入した 場合にあ っても、 1 回目の接種率が 低ければ結局 

低年齢層でのまれ 延を阻止できないため、 2 回接種の導入に 当たっては、 1 回 

目の接種率を 高く維持することが 大前提であ ることに留意が 必要であ る。 

(4) 麻 しん・風しん 混合ワウテンの 有用性 

現在、 承認の申請が 行われている 麻 しん・風しん 混合ワクチンが 承認された 

場合には、 安全性に十分留意しつつこれを 使用することにより、 麻 しんと 風し 

んの双方のワクチンの 接種率向上を 図ることが可能であ り、 被 接種者の利便性 

( 受診回数の軽減 ) 、 コスト面 ( 接種費用の軽減 ) 等の観点からも 有用であ る。 
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2. 風しん 

(1) 現状認識 

風しんの予防接種は、 平成 6 年 9 月までは、 将来妊婦になる 可能性のあ る思 

春期女子にあ らかじめ免役をつけ、 先天性風しん 症候群の発症を 防ぐという 考 

え 方に基づき、 女子中学生を 接種対象として 実施されてきた。 一方、 平成 6 年 

10 月以降は風しんの 流行を阻止し、 妊婦の感染を 防ぐという考え 方に基づき、 

「生後 12 月から生後 90 月に至るまでの 間にあ る者」を対象に 接種が行われて 

いる。 

この変更に伴 う 経過措置として、 昭和 54 年 4 月 2 日から昭和 62 年 10 月 1 

日生まれの者は、 平成 15 年 9 月 30 日までは定期予防接種の 対象とされた。 

しかし、 経過措置対象者を 中心に若年成人の 間で風しんの 免疫を持たない 者 

が少なからず 存在しており、 風しんが流行した 場合に先天性風しん 症候群の発 

生が起こることが 懸念きれている。 

現に平成 16 年には先天性風しん 症候群が年間 10 例報告されており、 風しん 

対策の強化が 求められている。 

(2) 今後の対策の 目標 

先天性風しん 症候群の発生阻止のためには、 流行の発生を 阻止すること、 

すなわち風しんウイルスの 排除が不可欠であ る。 麻 しんと同様、 わが国にお 
いても風しんの 排除を目標として 対策の強化を 図るべきであ り、 このため、 

風しんの予防接種の 2 回接種を導入し、 より強固な集団免疫の 獲得を目指 

す必要があ る。 

麻 しんと同様、 ① pn ㎞ り 『 vaccine 囹 lWe 対策、 ② secondaryvaccine 伍 ㎞ e 対 
策、 ③接種機会の 確保、 の 3 つの目的が相まって、 2 回接種により 強固な集団 

免疫の確保が 可能となると 考えられる。 

(3) 接種時期の考え 方 

1 回目の接種時期は 現行通り、 1 歳代で接種するのが 適当であ る。 

2 回目の接種時期については、 1 回目接種後、 抗体価が低下し 始めるのは 麻 

しんよりも遅く 7 ～ 9 年以降であ ることから、 就学後の時期に 2 回目を実施す 

るという考え 方もあ る。 しかし、 就学期に接種時期を 設定した場合、 高い接種 

率 が期待できないことから、 就学双の時期に 接種時期を設定するのが 適当であ 

ると考えられる。 

風しんの排除のためには 高い接種率の 維持が必要であ るが、 麻 しんの予防接 

種 と比較すれば 接種率が低いのが 現状であ る。 このため、 淋 しん・風しん 混合 



ワクチンが認可された 場合にほ、 安全性に十分留意しっ つ これを使用すること 

により、 風しんワクチンの 接種率向上を 図ることが可能になると 期待される。 

(4) 留意事項 

風しんの排除が 達成されれば 先天性風しん 症候群の発生もなくなると 期待さ 

れるが、 2 回接種を導入した 後も排除されるまでの 間 ( 今後、 数年から 10 年 

程度 ) は風しんの局地的流行の 発生の懸念が 残る。 このため、 20 ～ 30 代で接 

種率の低い年齢層が 存在することに 鑑み、 当分の間、 妊婦の風しん 罹患を防止 

するため、 未 接種の成人女性に 対する予防接種の 意義について 普及啓発を行 う 

ことが重要であ る。 

なお、 就学双に 2 回接種したワクチンの 免疫効果が妊娠時期まで 持続するか 

どうか若干の 懸念があ ることから、 この点にっき 調査を行 う こと、 また、 女性 

に 限定して 3 回接種の必要性などを 指摘する意見もあ る。 

3, ジフテリア、 百日せき及 び 破傷風 

わが国では、 ジフテリア、 百日せき、 破傷風については、 DPT ワクチン及び DT 

ワクチンの接種により、 おおむね発症が 阻止されている。 ただし、 疾病の性格 

上 、 ワクチン接種率が 低下すると再び 患者数の増加が 予想 は れるため、 引き続 

き、 ワクチン接種の 持続・強化が 必要であ る。 

特に百日せきについては、 最も重篤化しやすい t 歳未満の患者が 圧倒的に多 

いが、 現在 DPT ワクチンの接種はこの 年齢層を十分に 守れる よう には行われて 

いない場合が 少なくない。 このため、 対象年齢 ( 生後 3 か月 ) に達した後、 可 

能な限り早く 接種を行い接種率向上を 図ることが重要であ る。 

また、 百日せきについて、 相対的に報告患者数が 増加している 青少年、 成人 

の患者又は無症状若しくは 非定型的軽症者から、 乳幼児に対し 家族肉感染、 院 

内感染等を起こしている 事例が報告されている。 また、 海外では青少年・ 成人 

に 対し百日せきワクチン ( を含む DPT ワクチン ) の接種を勧奨している 国があ 

る。 このため、 わが国でも、 現行 DT 2 期接種にかわり DPT ワクチンを導入す 

べきではないかとの 意見があ る。 ただし、 2 期接種として DPT ワクチンを導入 

した場合の百日せきワクチンの 接種差等を勘案した 場合、 これを定期の 接種に 

組み入れるに は 今後、 更なる研究・ 検討が必要であ る。 

4. 急性灰白髄炎 ( ポリオ ) 

急性灰白髄炎 ( ポリオ ) は、 昭和 36 年以前には年間 1,000 名を超える患者 

が 発生していたが、 経口生ワクチン (OPV) の導入により 患者は激減し、 わが 
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国 では昭和 55 年に野生のポリオウイルスは 根絶された。 現在、 世界保健機関 

によりポリオ 根絶計画が進捗中であ り、 すでに南北アメリカ 大陸や西太平洋地 

域、 ヨーロッパ地域では 根絶されているが、 インドやアフリカの 一部地域など 

で 流行が認められており、 世界中の根絶が 達成されるまでは 予防接種の継続が 

必要であ る。 

ポリオの予防接種は 現行では opv を使用しているが、 OPv の使用により 被 

接種者にポリオ 府庫 が 数百万人に 1 人の割合で発生する。 また、 被 接種者から 

の 2 次的な蓑口感染により 数百万人に 1 人の割合で被接種者の 家族等にポリオ 

麻疫 が 発生することが 知られている。 

このため、 ポリオ 麻 しん検討小委員会において 今後のポリオの 予防接種の在 

り方について 検討が行われ、 平成 15 年 3 月に取りまとめられた 提言において、 

本清 化 ワクチン (IPV) の早期導入の 必要性と 2 次感染者に対する 救済制度 創 

設の必要性が 指摘された。 この提言を受け、 後者については 制度化がなされた。 

すな ね ち、 平成 16 年度から予算事業により 「ポリオ生ワクチン 2 次感染対 

策事業」が創設されたが、 IPV が導入されるまでこの 事業を継続することが 適 

当 であ る。 

現在、 わが国でも IPV の治験が実施されているが 定期予防接種への 導入には 

今しばらく時間を 要するものと 考えられることから、 安全性が確保されている 

限りにおいて 当面は高い接種率を 維持しつつ、 OPV の使用を継続する 必要があ 

る 。 

先進国の多くの 国で既に IPv が導入されており、 ポリオ根絶計画の 進捗状況 

に 鑑みれば、 わが国でも極力早期の IPV 導入が喫緊の 課題となっている。 IPV 

の早期導入に 向け、 関係者は最大限の 努力を払うべきであ る。 

5. 日本脳炎 

日本脳炎は、 昭和 41 年以前には年間 1,000 名を超える患者が 発生していた 

が 、 時代とともに 患者数は激減し、 平成 4 年以降は年間数名の 報告に留まって 

いる。 わが国において、 患者数が激減した 理由は完全には 解明されていないが、 

①日本脳炎ワクチンの 接種、 ②媒介 蚊コガタ アカイ エ カの発生数の 減少・クイ 

ルス保有率の 低下・ ヒト との接触機会の 減少、 ③ ブタ の養育形態の 変化、 など 

複合的な要因が 関連していると 考えられている。 

日本脳炎は発症した 場合には重篤性が 高い疾患であ り、 流行が発生した 場合 

には社会の不安が 引き起こされる 可能性もあ り、 また、 日本脳炎対策において 

日本脳炎ワクテンが 果たしてきた 役割を考慮すれば、 今後も接種機会を 確保す 

ることは重要であ ると考えられる。 しかしながら、 そもそも日本脳炎は ヒト か 

ら ヒトヘ 直接感染しないこと、 患者数が激減していること 等を勘案すると、 日 



本 脳炎の予防接種の 在り方については 更に検討が必要であ る。 

また、 接種対象者・ 接種回数については、 「一般的な臨時の 予防接種Ⅰとし 

て実施されていた 平成 6 年 9 月までは都道府県知事が 定めていたのに 対し、 平 

成 6 年 10 月以降、 定期予防接種として 全国一律 ( 予防接種法第 3 条第 2 項に 

基づき指定された 区域を除く ) に、 第 1 期 3 回、 第 2 期及び第 3 期の計 5 回接 

種が行われている。 特に、 第 3 期の対象であ る「 14 歳以上 16 歳未満の者」に 

ついては、 平成 6 年の制度改正により 新たに接種対象となった 地域もあ り、 全 

国平均の接種率は 平成 7 年には 20% 程度で、 その後あ る程度上昇したものの、 

現在でも 50 % 程度と低迷しており、 定期予防接種としての 実効性が確保され 

ているとは言えない。 日本脳炎の発症防止の 観点からは、 現在の接種スケジュ 

ールを維持するのが 望ましいのではないかとの 意見もあ ったが、 現在の日本脳 

炎ウイルスの 存在状況や他のワクチン 予防可能疾患とのバランス 等を総合的に 

考慮すれば全国一律に 第 3 期の接種を継続する 必要性は必ずしも 高くないので 

はないかとの 意見があ り、 定期予防接種の 対象から第 3 期を除外しても 差し支 

えないとする 意見が本検討会では 多数を占めた。 

なお、 ワクチン製剤については、 現行のマウス 脳を使用する 製法から、 より 

安全性が高いと 考えられている 組織培養型ワクチンへの 早期転換に向け、 関係 

者の努力が必要であ る。 

6. インフルエンザ 

(1 ) 歴史的経緯 

過去において、 インフルエンザの 予防接種は、 社会全体の集団免疫力を 一定 

水準以上に維持するという 社会防衛の考え 方に基づいて、 学童等を対象に 実施 

されてきた。 

しかし、 現行の不法化ワクチン 接種によって、 社会全体の流行を 阻止し得る 

ことを積極的に 肯定する研究データは 十分に存在しないことから、 平成 6 年の 

予防接種法改正により 同法の対象から 除外された。 

その後、 高齢者等に接種した 場合の発症防止・ 重症化防止効果が 確認された 

ことから、 平成 13 年の予防接種法改正により、 インフルエンザが 二類 疾病に 

位置付けられた。 

(2) 高齢者へのインフルエンザ 予防接種 

高齢者にインフルエンザワクチンを 接種した場合、 健康成人に接種した 場合 

と 比較して免疫応答はやや 劣る。 しかし、 高齢者はハイリスクであ り積極的に 

接種を勧奨すべきというのが 国際的認識であ り、 わが国においても 有効性を示 



唆する研究報告が 多数発表されている。 

調査したインフルエンザ・シーズンや 調査手法、 また得られた 結果の解釈に 

よってはワクチンに 有効性が認められないとする 報告も存在するが、 定期予防 

接種の対象からはずす 必要性を示す 知見は得られていない。 

今後も高齢者に 対しては現行通り、 予防接種法に 基づく 二類 疾病として位置 

付けて接種を 勧奨し、 希望者に対して 接種を行 う のが適当であ る。 

(3) 小児へのインフルエンザ 予防接種 

1) 現時点における 知見 

これまでに行われてきた 各種の調査研究の 結果に基づけば、 小児 ヘ インフル 

ンェザ ワクチンを現行の 接種方法によって 接種した場合の 有効性は、 以下のよ 

うにまとめられる。 

・ワクチン接種後の 抗体応答は、 年齢が低 い ほど低く、 小児の年齢があ がるほ 

ど改善する。 

・ 1 歳未満月に接種した 場合の知見は 必ずしも十分ではないが、 有効性は認め 

られないとする 研究報告がいく っ ； 、 報告されており、 乳児では免疫機能が 未 

熟であ ること、 免疫学的プライミンバが 未成立であ ることなどが 理由として 

指摘されている。 

・ 1 歳から 6 歳未満の幼児における 有効性の研究結果はインフルエンザの 流行 

状況、 ワクチン 株 と流行ウイルス 株の一致の度合い、 研究デザイン 等によっ 

て 異なるものの、 おおむね 20 ～ 30%M 程度と報告されている。 

2) 結論 

インフルエンザによる 重症合併症を 防止する観点などから、 小児に対し予防 

接種を推進すべきという 意見もあ り、 また、 保護者の間でも 予防接種に対する 

強い期待を持つ 者もいる。 しかし、 これまでに得られた 知見からは、 現行の方 

法によって小児に 接種した場合の 有効性には限界があ ることが示唆されてい 

る。 

従って、 定期予防接種の 対象者に位置付けて 接種を勧奨するのは 適当ではな 
く、 有効性などについての 正確な情報を 保護者に十分説明した 上で、 希望する 

場合に任意の 接種として接種を 行えるとするのが 適当であ る。 

(4) 今後の検討課題 

インフルエンザワクチンの 有効性について、 引き続き、 ①的確な方法論に 基 

づく更に上質な 疫学研究の推進を 図る 、 ②研究結果について 適切な評価検証を 

行う 、 ③国民への正確な 情報の提供に 努める必要があ る。 

また、 基礎疾患を持つ 者などハイリスク 者に対する予防接種の 有効性につい 



て 研究を継続するととともに、 感染源となる 可能性のあ る医療機関従事者や、 

高齢者・乳幼児の 施設の職員等に 対し、 ハイリスク者の 発症防止の観点からの 

予防接種の意義について 認識を高めていく 必要があ る。 

さらに、 現在の不 活化 ワクチンがかかえる 問題点として、 ①交差防御 能 が弱 

くワクチン 株 と流行ウイルス 株が不一致の 場合有効性が 減少する場合があ る、 

②粘膜免疫 (IgA) や細胞障害性 T 細胞による免疫が 誘導されない、 ③初回 免 

疫 誘導 能 が弱い、 ④ブースターフクチンとしての 効果が期待されるが 液性 免疫 

効果の持続期間が 短く毎年の接種； ; 必要であ る、 といった諸点が 挙げられ、 有 

効性に原理的な 限界が存在することから、 今後、 より有効性の 高い新ワクチン 

の 開発や現行ワクチンの 接種方法等の 改良を積極的に 推進する必要があ る。 

7. 未 対象疾患 

(1 ) 水痘 

水痘は水痘帯状 庖疹 ウィルス (VZv) の感染に よ る、 発疹発熱を主症状とす 

る 急性疾患であ る。 感染力が強く、 10 歳までに約 90 % の小児が感染する。 健 

康な小児の場合は 一般に軽症であ るが、 1 ～ 4% に二次性細菌感染を 合併し、 

また、 急性小脳失調症 ( 約 4 千 側 に 1 例 ) や脳炎 ( 約 4 万 側 に 1 例 ) などを合 

併し、 遷延化あ るいは重症化することもあ る。 一方、 悪性腫瘍、 ネフローゼ、 

免疫抑制剤使用等により 細胞性免疫機能が 低下した者が 水痘に感染すると、 重 

篤 化のリスクが 極めて高い。 また、 出産間近の妊婦が 水痘ウイルスに 感染した 

場合、 新生児が重篤感染しやすいことが 知られている。 

水痘ワクチンは 当初、 免疫機能が低下したハイリスク 者の水痘感染防止を 目 

的としてわが 国で開発されたワクチンであ るが、 現在では、 一般健康 児 にも任 

意で接種が行われている。 

水痘ワクチンの 有効性は国内外の 報告により確認、 されているが、 特に米国で 

は 、 1995 年に水痘ワクチンが 導入されて以降、 水痘流行の減少、 水痘関連死亡 

・合併症の減少、 水痘に よ る入院の減少等が 認められている。 

一方、 水痘ワクチンを 使用した場合の 課題として、 ①ワクチン接種後に、 軽 

症 ながらも水痘罹患が 10 ～ 15 % の頻度で発生する、 ②接種率が高くなり 野生 

株によるブースターがかからなくなれば、 ワクチン接種後水痘が 増加するおそ 

れがあ る、 ③接種率の推移によっては 成人水痘が増加するおそれがあ る、 こと 

などが指摘されている。 

水痘は、 予防接種法の 末 対象疾患の中で 定期接種化が 最も期待されているワ 

クチンであ るが、 定期接種化に 当たっては国民の 理解と合意形成が 前提となる。 

今後、 水痘ワクチンの 接種を勧奨する 目的や必要性について 更に整理するとと 



もに、 関係者は予防接種法の 対象疾患類型を 再検討するに 当たって、 水痘ワク 

チンの位置付けについても 併せて考慮すべきであ る。 

(2) 流行性耳下腺炎 

ムンプスウイルスによる 感染症は通常、 流行性耳下腺炎 ( おたふくかぜ ) と 

呼ばれているが、 無菌性髄膜炎、 脳炎、 聴力障害等様々な 症状を引き起こすこ 

とがあ る。 特に 、 ムンプスウイルス 感染による聴力障害については、 従来の報 

告より高い頻度で 発生していることが 最近の研究で 明らかとなっている。 

世界的にはいくつかの 株 型の弱 毒 生ワクチンがこれまでに 開発され、 欧米 諸 

国 では通常、 MMR ( 麻 しん・流行性耳下腺炎・ 風しん混合 ) ワクチンとして 接 

種されており、 有効性についての 知見が確立している。 

わが国では、 平成元年に h 瓜瓜 ワクチンが導入されたが、 比較的高い頻度で 

無菌性髄膜炎が 発生したことなどから 平成 5 年以降 M ト化 ワクチンの使用が 見 
合わされ、 現在では、 単 味の流行性耳下腺炎ワクチンが 任意で接種する 場合に 

使用されている。 

現在わが国で 使用されている 流行性耳下腺炎ワクチンは、 欧米で使用きれて 

いる珠里と同等の 高い有効性が 確認されているが、 これまでの報告では 無菌性 

髄膜炎が 1,000 件から 6,000 件に 1 例程度の頻度で 発生するとされており、 安 

金性の点での 懸念が残っている。 

定期の予防接種の 対象疾患と位置付けるに 当たっては、 国民の理解と 合意形 

成が前提となることから、 副 反応軽減のための 改良を図り、 その信頼性の 確保 

に 努めていくことが 重要であ る。 

(3) インフルエンザ 菌 b 型 

インフルエンザ 菌 b 型 ( ℡ b) は乳幼児の全身感染症の 起 炎菌 であ り、 乳幼 

児における細菌性髄膜炎の 主要 菌 であ る。 わが国では年間 500 ～ 600 名程度の 

Hib 髄膜炎が主として 5 歳未満月に発生し、 13 ～ 15 %W は予後不良であ り疾患、 

としてのインパクトは 高い。 また、 薬剤耐性菌が 増加しているとの 報告もあ る。 

先進国ではほとんどの 国で℡ b の防止策としてワクチンを 導入していること 

から、 わが国の学会、 小児科医の間で Hib ワクチンへの 期待が高まっている。 

しかし一方で、 海外で使用されている Hib ワクチンの中には、 ロットによっ 

てはエンドトキシン 量が多いものがあ るとの報告もあ った。 厳重な市販後調査 

を 実施するなど 安全性に配慮した 上で、 接種希望者にⅨ b ワクチンを接種でき 

る体制を早期に 整えるよ う 関係者の努力が 必要であ る。 

また、 ℡ b ワクチンの予防接種法上の 位置付けの検討に 当たっては、 この 疾 

患の重篤性、 発生頻度を充分に 勘案した上で、 今後、 わが国において 更に有効 

性 、 安全性、 費用対効果等の 知見を収集する 必要があ る。 
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(4) 肺炎球菌 

肺炎球菌は市中肺炎の 起 炎菌 0 23 ～ 37 %M を占め、 基礎疾患を有する 高齢者 

などが感染した 場合には重篤化しやすい 感染症であ る。 

23 価 肺炎球菌ワクチンは 肺炎球菌の病原性を 担 う爽膜 ポリザッ カ ライドを混 

合したワクチンで、 血清学的に 90 型に分類される 肺炎球菌のうち 臨床検体か 

ら 高 頻度に分類される 23 種の血清型に 対応している。 

23 個肺炎球菌ワクチン は 、 米国等では個人の 発症防止・重症化防止を 目的と 

して高齢者等に 接種が勧奨されているが、 わが国では任意で 接種する場合に 使 

用されている ( 脾臓摘出患者に 接種する場合には、 健康保険の適用となる ) 。 

海外では、 肺炎球菌ワクチンとインフルエンザワクチンを 併用接種した 場合 

の有効性を示唆する 研究が報告されており、 国内でも知見が 集積されっ っ あ る 

が、 予防接種法の 位置付けについての 検討は、 わが国において 有効性、 安全性、 

費用対効果等の 研究を進め、 更に知見を収集することが 前提となる。 
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( 参考 ) ワクチン予防可能疾病の 最近の流行状況 

麻 しん 

平成 13 年には全国年間推定患者数 29 万人という比較的大きな 流行があ った 

ものの、 その後過去 10 年間で定点あ たり年間報告数は 10 分の 1 未満に減少し 、 

平成 16 年には過去 20 年で最低となった ( 平成 16 年の全国約 3000 の定点医療 

機関からの年間報告数は 1,550 件程度 ) 。 この減少は、 早期接種の促進及び 接 

種率の向上による 効果であ ると考えられる。 なお近年、 報告患者のうち 10 歳 

以上の年齢層の 割合が上昇している。 

風しん 

かってはほ ほ 5 年ごとの周期で 大きな流行が 発生していたが、 中学年齢女子 

から男女乳児へと 接種対象者が 移行された平成 6 年制度改正以降は 大きな流行 

はみられなくなった。 全国の年間推定患者数は 平成 14 年で 2 万人程度であ っ 

た。 ただし、 患者の減少したここ 数年でも局地的流行や 小流行はみられており、 

平成 14 年からは局地的な 流行が続いて 報告され、 平成 17 年も流行が続くこと 

が 懸念されている。 

先天性風しん 症候群は平成 12 年から 15 年まで毎年上件のみの 報告があ った 

が、 平成 16 年には 10 件の報告があ った。 

ジフテリア 

平成 7 年から平成 12 年までの年間患者報告数は 1 ～ 3 件で、 平成 13 年以降 

患者報告はない。 これはジフテリア、 百日咳、 破傷風の姉種混合ワクチンとし 

ての接種実施率が、 90 % 以上の高い値に 維持されていることの 成果と考えられ 

る 。 なお、 平成 13 年 2 月にはジフテリア 様症状を呈した 患者からジフテリア 

毒素産生能を 持った C.uJCce 仰丑 s が分離された。 

百日せき 

定点あ たり報告数は 過去 10 年間を通じて 減少傾向にあ り、 平成 9 年以降は 

流行を示す明確なピークはなくなり、 平成 13 年以降は過去最低水準となって 

いる。 全国の年間推定患者数は 過去数年では 数万人程度であ ると考えられる。 

破傷風 

平成 7 年から 9 年までの年間患者報告数は 45 人双後であ り、 平成 12 年以降 
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は 年間 69 ～ 106 人と増加傾向にあ るが、 定朝接種を受けている 年齢層での増 

加は見られていない。 平成 12 年以降の死亡例は 年間 9 ～ 12 人 ( 人口動態統計 

による ) であ る。 

急性灰白髄炎 ( ポリオ ) 

野生株ポリオウイルスによる 患者は昭和 55 年以降国内では 発生していない。 

近年の接種実施率はほぼ 常に 90 % 以上の高値で 維持されている。 経口 生 ワク 

チン由来ウイルスによると 考えられる 麻痘 症例は、 二次感染を含めて 年間 0 ～ 

3 件程度の報告が 続いている。 

日本脳炎 

過去 10 年の年間患者報告数は 10 件未満であ り、 高齢者を中心にほぼ 全てが 

西日本に発生している。 近年の第 2 期、 第 3 期の接種率はそれぞれ 70 % 、 50 

% 程度であ る。 

インフルエンザ 

過去 10 年の全国定点医療機関からの 年間報告数は 10 万～ 120 万件程度 ( 定 

点あ たり 40 ～ 300 程度 ) で、 ここ数年の年間推定患者数は 400 万～ 1000 万人 

程度であ る。 報告数は年による 変動が大きい。 

水痘 

過去 10 年間、 患者発生数はほぼ 同水準と考えられ、 全国定点医療機関から 

の患者報告 数は 毎年 20 万件を超えている。 幼児における 近年の水痘ワクチン 

の 接種率 ( 任意の接種 ) は全国で 2 ～ 3 割程度と推定される。 

流行性耳下腺炎 ( ムンプス ) 

平成 5 年後半から平成 6 年、 平成 8 年から平成 10 年にほ流行の 規模が大き 

くなり、 平成 12 年から平成 13 年には年間推定患者数 200 万人を超える 大きな 

流行がみられていると 考えられる。 幼児における 近年のムンプスワクチンの 接 

種率 ( 任意の接種 ) は全国で 3 ～ 4 割程度と推定される。 
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ヮ クテン予防可能疾患の 患者数・死者数の 推移 

一如感染症 二 抗感染症 四類感染症 五胡感染症 ( 全放 把握 ) 豆類感染症 ( 定点抱接 ) 

先天柱 インフルエンザ 
急性灰白 皿炎 ジフテリア 日本脳炎 破細 m 風 しん症候群 侶 f 日は朋イ ンフル ェン俺擦く ) 百 日 咳 甘 しん 

麻 しん 
年 次 痘 そ う ( 成人麻しんを 瞼く ) 成人麻しん 
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五頬恵粟症 ( 定点把握 ) 

年 次 水 痘 流行 住 耳下腺炎 

資料 : 報告数は感染症の 予防及 び 感染症の患者に 対する医療に 関する法律第 1 2 条及 び 第 1 4 条の規定に基づく ，いわゆる「感染症発生動向調査」 
死亡数 は 統計 構 神部「人口動態統計」 

注 1 : 平成 1 1 年の報告数については ， 4 月から ¥ 2 月までの数値であ る。 
注 2 : 平成 1 6 年の報告数については、 概数であ る。   
注 5 : 平成 1 2 年に報告された 急性灰白髄炎の ] 件は、 経口生ワクチン 接種者から 2 次感染した症例であ る。 



おわりに 

本 検討会では、 これまで 7 回にわたり、 主として個別疾患の 予防接種の在り 

方について検討を 進めてきた。 

具体的な方向づけができた 論点については、 行政部局において 本中間報告に 

基づき、 適切な対応を 進められることを 期待したい。 

今後、 本検討会としては、 予防接種法の 対象疾患類型の 再検討をはじめ、 予 

防 接種についての 横断的・制度的課題の 検討を進めることとしたい。 
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